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研究成果の概要（和文）：日本の障害者雇用政策の政策評価を行い、①2008年時点での日本の製造業については納付金
が障害者雇用を促進すること、②製造業における障害者雇用については必ずしも企業の利潤や生産性に悪影響をもたら
さないこと、の二点を明らかにした。この他、全国のろう学校を対象とした質問紙調査を行い、ろう学校における困難
事例についての分析を行った。

研究成果の概要（英文）：This study examines the effect of employment quota systems for disabled people on 
their employment. By using official data pertaining to Japan, we show that a levy-grant scheme increases t
he employment of disabled workers in Japan's manufacturing industry. In addition, we use the increase in t
he number of disabled workers by the quota system as an instrumental variable to evaluate the impact of di
sability employment on a firm's profit rate. In a fuzzy regression discontinuity design, our results sugge
st that an increase in the number of disabled workers does not necessarily decrease firms' profit rate, wh
ich is in contrast to the results of ordinary least squares regression that suggest negative relationships
 between a firm's profit rate and the number of disabled workers.
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１．研究開始当初の背景 
ろう学校に通う聴覚障害児の多くは高校卒
業時点で小学校高学年程度の学力しか得ら
れないという問題が多数の関係者によって
報告されている。また、社会人となった聴
覚障害者は研修の機会すら与えられないま
ま昇進できずに、転職・離職を繰り返して
しまうことが少なくない。しかし、日本の
障害者を取り囲む教育や雇用制度について
実証的な観点から評価するという研究は未
だ十分には為されてはおらず、日本の聴覚
障害者教育の教育効果や障害者雇用制度の
雇用効果等の改善を促すような実証的な検
証が必要とされている。 
 
２．研究の目的 
前述の背景のもと、本研究の目的は、（１）
計量的手法を用いて聴覚障害児の低学力を
引き起こす諸要因と基礎学力向上に有効で
ある教育法を明らかにすること、（２）理
論・計量分析の両面から、障害者が自尊心
をもって社会に参加するためにはどのよう
な就業支援が必要・有効であるのか模索す
ること、の２点にある。 
 
３．研究の方法 
二つの研究課題（１．聴覚障害教育に関する
研究、２．障害者の就労上の課題に関する研
究）を分析するために、本研究では以下の二
つの研究計画を遂行した。 

 
（１）ろう学校に通う聴覚障害児童の学力に
関する計量分析：全国のろう学校で行われて
いる教育方法や教員数、教育上の課題を明確
にするために、ろう学校を対象にした郵送調
査を行なった。調査では、ろう学校の教育方
法や教員数、教育上の課題、教科書単元の履
修状況等を質問するような様式を採用した
上で、ろう学校における教育の進行状況を妨
げている諸要因について分析した。 
 
（２）障害者雇用政策に関する計量分析：研
究協力者の藤井麻由氏（国立社会保障人口問
題研究所研究員）とともに、CVM のための
質問紙調査を行った。この他、研究協力者の
森悠子氏（日本学術振興会研究員）とともに
DPI の公開している障害者雇用率に関する
企業データを利用して、納付金が企業の障害
者雇用に与える影響を閾値の不連続性を利
用した計量分析によって検証した。さらに、
総務省「経済センサス 基礎調査」と経済産
業省「企業活動基本調査」の個票データを用
いて、回帰不連続デザインのもと、企業の障
害者雇用と利潤率・生産性との因果効果につ
いて検証を行った。 
 
４．研究成果 
（１）ろう学校に通う聴覚障害児童の学力に
関する計量分析：当初は全国のろう学校に対
して在籍児童の学力を聴くことを検討して

いたが、学校側の理解が得られなかったため、
ろう学校の教育方法や教員数、教育上の課題、
教科書単元の履修状況等を質問するような
様式に調査計画を変更した。その上で、文科
省の「全国学力・学習状況調査」の個票デー
タを利用することを検討していたが、データ
利用が認められないことが判明したため、本
計画の質問紙調査のデータのみで分析する
形に計画を修正した。いくつかの修正はあっ
たものの、概ね順調に研究を進めることがで
きた。主要な結果については論文にまとめ、
関連学会にて報告した後、適宜学術誌での公
刊を目指す予定である。 
 
（２）障害者雇用政策に関する計量分析：昨
年度、研究協力者の藤井麻由氏（国立社会保
障人口問題研究所研究員）および庄子康氏
（北海道大学准教授）とともに CVM のための
質問紙を作成し郵送調査を実施したものの、
回収できた標本の数が少なかったため、参考
見解を得ることを目的とした記述統計分析
を行った。その上で、DPI の公開している障
害者雇用率に関する企業データ、総務省「経
済センサス」、経済産業省「企業活動基本調
査」の個票データを利用して、納付金が企業
の障害者雇用に与える影響と障害者雇用が
企業の利潤率に与える影響を回帰不連続デ
ザイン（RDD）に基づく計量分析によって検
証した。分析の主要な結果は以下の表にまと
められる。 
 
表 1：納付金と障害者雇用者数 

 (1) (2) (3) (4) 

Sample Full sample 
+/- 5 

discontinuity 

sample 

納付金のスキーム -0.0383 0.932 0.917 1.471 

 (0.0299) (0.269) (0.269) (0.644) 

除外率適用後の常用

雇用者数 

2.003 1.386 0.997 -0.647 

(0.0542) (0.0672) (0.339) (1.159) 

常用雇用者数 301 人

以上のダミー＊除外

率適用後の常用雇用

者数 

 -1.121 -0.697  

 (0.489) (0.591)  

常用雇用者数 301 人

以上のダミー 

 -1.508 -1.840  

  (0.188) (0.289)  

除外率適用後の常用

雇用者数の 2 乗項 

  12.24  

  (10.45)  

常用雇用者数 301 人

以上のダミー＊除外

率適用後の常用雇用

者数の 2 乗項 

  -12.24  

  (10.45)  

Observations 10,867 10,867 10,867 489 

R-squared 0.986 0.986 0.986 0.992 



表 2：障害者雇用と企業の利潤率 

 (1) (2) (3) (4) 

Sample 
常用雇用者数 301
人以上の企業 

+/- 5 discontinuity 
sample 

 OLS IV OLS IV 

障害者雇用者

数(/100) 
-0.117 0.0941 -0.170 -0.827 

(0.0436) (1.116) (0.111) (0.994) 

除外率適用後

の常用雇用者

数 (/10^3) 

0.0263 -0.0148 0.0359 0.158 

(0.0087) (0.218) (0.0211) (0.185) 

除外率適用後

の常用雇用者

数の 2 乗項

(/10^12) 

-82.91 -78.62 -22.52 216.3 

(38.86) (45.14) (107.7) (375.5) 

Observations 2,479 2,479 489 489 
F-value  3.810  6.563 
R-squared 0.005 -0.005 0.007 -0.064 

 
上記の表１から分かるように、日本の製造

業においては納付金制度が障害者雇用に正
の効果をもっていることが分かる。さらに、
2008 年時点で納付金を支払う義務のなかっ
た常用雇用者300人以下の企業であっても障
害者雇用率が低くないことが判明した。この
原因は社会的規範の効果と伝統的に障害者
雇用を支えてきた日本の中小製造業の経路
依存性によるものと考えられる。続いて、表
２から分かるように、障害者雇用割当によっ
て増加した障害者雇用を操作変数として用
い、企業の利潤や生産性への因果効果を検証
した。単純な最小二乗回帰では障害者雇用は
企業の利潤率に対して負かつ有意の効果を
もったが、RDD による分析では係数の値が正
になる場合もある上、基本的に有意ではない。
この結果はさまざまな回帰式によっても頑
健であり、日本の障害者雇用が 2008 年時点
の制度のもとでは企業の利潤や生産性に負
の影響をもっていなかったことが示唆され
る。すなわち、日本の製造業における障害者
雇用では障害者が効率的に活用されていた
可能性があり、障害者雇用が企業負担になっ
ているという通説や日本の納付金・調整金・
報奨金・助成金が不十分であるとの批判が必
ずしも妥当ではない可能性が示されたこと
になる。本研究は障害者雇用の内生性を明示
的に処理した上で、日本の障害者雇用制度を
評価した研究として政策面でも研究面でも
重要な意義をもっており、平成 26 年 7 月を
目途に Discussion Paper としてまとめ、国
内外の学会での報告を経た上で、適宜学術誌
での公刊を目指す予定である。 
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